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原輝史（編著）『EU経営史』
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（1）
　2002年！月からユー口通貨が一般に流通し始めた。EU経済が新しい段階に入ったこ
とは閻違いない。ユー口通貨に参加した各国の市民は，日常生活にまでEU統合の実感
をひしひしと感じるようになったのではないだろうか。われわれ日本人も最近の加速化
するEU経済の動きについては，その成り行きに強い関心を持たざるを得ない。このよ
うな時に原輝史教授編著『EU経営史』（税務経理協会出版）が平成ユ3年7月に上梓さ
れたことは絶妙のタイミングと言えよう。
　原教授はフランス経済史，経営史の研究では日本の学界を代表する研究者の一人であ
るが，フランス以外のヨーロッパ経済史，経営史にも強い関心をもたれ，その研究成果
はすでに1966年に東京大学教授］二藤章氏と共同で編纂した『現代ヨーロッパ経済史』
（有斐閣）などに発表されている。原教授は早くからEU経済の歴史や現状に関する研
究を進めておられ，これに関する資料収集にも精力的に行ってこられた。
　ところで，これまでに経済史，経営史のレヴェルでEU全体を対象にした研究は多く
ない竈わが国における伝統的なヨーロッバ経済研究は，イギリス，フランス，ドイッな
ど各国別に行われ，またEU形成史についての研究は若干あるものの，EU全体を見通
した経営史研究はこれまで皆無に近い。それにあえて挑戦された，原教授の「企業家精
神」についてはこれを高く評価したい。執筆者は原教授ほか14名を数え，しかも一部実
務家の応援も得て集大成されているが，これらの人たちの人選と統率に関する，教授の
高い組織能力に対しても敬意を表したい。
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（2）
　内容の紹介と若干の感想を述べよう。最初にイントロダクションで，EU経済続合の
世界史的意義と現時点における本書刊行の意図を説き明かし，第1章では，EU形成の
歴史的経緯，現在のEUの制度や機構，政策について明快に説明されている。とくに企
業政策では，申小企業育成策が一つの柱になっていることが指摘されている。1985年か
ら7年問にEU単一市場がもたらした成果は，雇用の増大，企業収益の上昇，インフレ
率の抑制などを生み出したという。また，EU内部の産業集中率も高まったという。し
かし、EU外でEU企業の国際競争力が強化されたかどうかについては，いまのところ
明確な数字は示されていないようであ乱
　第2章では，EUの牽引役を果たしているフランスについて説明がなされる。まず戦
後経済の歴史的背景を説明をした後に，フランスの経済政策，特に産業集申政策などに
ついて分析し，最後に代表的な企業の事例として，自動車のルノー，タイヤのミシュラ
ン，バリバ銀行，食器のクリストフルが取り上げられている。第3章はフランスととも
にEU推進の要の役割を果たしている，ドイツが対象である。前半部で，ドイツのEU
とのかかわりとその歴史的経緯について簡潔にまとめられており，ユー口導入は財務を
透明化し，ユー口圏を越えたスタンダードな企業活動を生み出していること，さらに緒
果として，ドイツ企業に経営の革新をせまっていることなどが指摘されている。後半部
では，惰報関連企業のSAP経営史が詳細に論じられている。なお，この企業は1994年
のドイツ証券取引所時価総額で最大規模を誇り，また1997年の売上高は，ヨーロッパよ
りもアメリカが多く，その多国籍的活動が注目される。
　第4章はベネルックスが取り上げられ，オランダとベルギーの説明がなされてい乱
オランダ企業は古くから團際的牲格を有していることが指摘された後，ロイヤル・ダッ
チ＝シェル，フイリップス，ABN＝アムロ銀行，小売業のアホールドの企業事例が取
り上げられ，ベルギーについては，化学会社のソルヴェー，ピール会社のインターブ
リュー，小売業のドレーズ，持株会社のソシエテ・ジェネラル・ド・ベルジック
（SGB）が取り上げられている。なお，インターブリューとドレーズについては両企業
に対するインタービュー形式で記述されており，よほど資料が入手困難であったことが
推測される。第5章はイタリアが対象である。戦前から戦後までのイタリア経済につい
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て簡潔な紹介がなされた後に，イタリアを代表する企業，自動車のフイアット，電子機
器のオリベッティ，衣料のベネトンが取り上げられ，さらに後半ではイタリア的な中
小・中堅企業が取り上げられている凸極めてバランスの良い構成となっている。
　第6章はイギリスが取り上げられている。ここでは産業革命にさかのぼってイギリス
経済の特徴が論じられ，そのヨーロッパ的性格を論証する材料として，べ一ム式フルー
トの紹介がなされている。著者の趣隊の領域からの記述として興味深いが，全体の論旨
の中では藩ち着きの悪いことは否めない。第2次世界大戦以降のイギリス経済の凋落の
原因についてさまざまな考察を加えた後に，具体的な事例として白動車産業が燈上に挙
げられている。他方，オランダとの合弁企業であるユニリーバ社は大衆市場において積
極的な多国籍的企業活動を展開し，成功事例として記述されている。比較的詳しく論じ
られているのは，イギリス全土に店舗網を展開する小売業のセインズベリーと生命保険
のエクイタブルである。なお，ユーロヘの参加を見合わせている，イギリスの事情につ
いての説明がほしかった凸第7章はアイルランドについて記述されている。アイルラン
ドの独立から戦後にいたる産業と企業の歴史的経緯が要領よく説明された後に，個別企
業の考察がなされているが，ここでは外資系企業が主導的役割を果たしていることが強
調されている。
　第8章ではスウェーデンの経済発展と現状に関して簡潔なサーヴェイがなされた後
に，スウェーデンモデルの変遷について，興味深い分析がなされている。「福祉国家」
スウェーデンを維持するためには強い経済力が必要となるが，現在は従来の政策の根本
的な見直しがせまられている，という。最後に，いずれも国際競争力の強い，代表的企
業3社，ボルボ，エリクソン，ノキアのケースが取り上げられている。第9章はEUの
中でも後進性を強く残しているギリシヤが対象である。ギリシャの経済的特長が示され
た後，ギリシャの企業概観が説明される。アンケート方式により，食品，飲料，煙草，
セメント，原料分野の代表的企業の事例が簡潔に示されている竈なお，ギリシャの実態
経済は統計数字には表れにくいようであるが，むしろ数字を低く抑えてEUからの多額
の補助金を得ることを狙いとしているという，衝撃的な事実も指摘されている竈第10章
はスペインが取り上げられる鉋他の章に比して，詳しくその歴史的背景，企業の特徴に
ついて説明がなされている。スペイン企業の環境や，企業文化，日本企業との比較を統
計的に分析した後に，企業成長の4類型を提唱しているが，これは極めて意欲的な試み
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といえる。ケーススタディでは，地場産業として発展している5社の事例と海外進出に
積極的なテレフォニカ，ビルバオ＝ビスカヤ銀行の2社が取り上げられている。第11章
ではユ995年にEU加盟国となったオーストリアが取り上げられている。まず，戦後経済
の復興過程，国有化と労使協調体制について説明した後に，EU加盟のプロセスと問題
点が指摘されている。加盟後にオーストリアの企業が有利に事業展開をすることになっ
たかといえば，必ずしもそうではないようである。「先行きは手放しで楽観することは
できない」という。代表的企業3社が事例として取り上げられている。
　最後のユ2章では金体を概括してEU企業と経営環境が論じられている。ここではEU
の多国籍企業が取り上げられ，クロス・ボーダーで活躍する企業の特徴やM＆Aの動向
についての分析が加えられている。少し古い1991年のジェトロのデータであるが，EU
統合は加盟各国企業の国際競争力を強化するかどうかは，産業毎に異なることが指摘さ
れている。相対的に成長率が低い産業分野では勝組みに入るようであるが，高い成長率
の見込まれる，情報，自動車産業などでは，苦戦が強いられそうである。となると，改
めてEU統合は加盟各国の経済にどのような成果をもたらすのか，改めて問われること
になろうかo
（3）
　最後にいくつか問題点を提起して本稿を締めくくりたい。まず素朴な疑間としては，
EUは現在ユ5ヶ国によって構成されているが，本書ではデンマーク，フィンランド，ポ
ルトガルの3ヶ国が欠落している。これは何故か。適当な執筆者がいなかったのか，そ
れとも何か他の事情で省略されたのか，その理由をどこかで示して頂きたかった。ま
た，すでに述べたように，EUという新しい枠組みで従来の経済史，経営史を再構築す
ることは困難な作業であることが予測される。すなわち，これまでの一国レベルでの経
済史，経営史の歴史研究の蓄積を生かして，どのようにして既存の国家の枠組みを超え
た新しいEU経営史が生まれるのか。
　また，総論としてEU経済圏の理念はすばらしいが，しかしそれは各論として各国の
利害に具体的にどのように反映することになるのであろうか。総論的には賛成であって
も，個別国家の利害ではさまざまな衝突が予測される。既存の国家利害をどこまで乗り
越えてEU統合が推進されるのか。現在でもEU加盟15カ国の閻には財政，税制などの
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点でさまざまな違いがあり，また所得水準，失業率などにも差がある。持てる国と持た
ざる国との間の調整がどのような形で行われるのか。とくにギリシャのようなEU加盟
への態度をどう考えるべきか。競争原理がヨーロッパ全域に拡大することは，申小の地
元企業や農業にどのような影響を与えることになるのか。これらを視野に入れた歴史，
現状研究が必要と恩われる。
　現在EUの進めている方向は，各国の利害を超えて，人類共通の利害を求めて結東す
るという，いわば世界政府樹立に向けた崇高な理想を追い求めるものである。経済のグ
ローバル化は，情報化の進展とともに，歴史的必然のようにも恩える。しかし，現実に
は，世界経済で一人勝ちのアメリカが世界に向かってアメリカ的基準を押しつけようと
している。EUはむしろそのようなアメリカ経済やアジア経済の勃興に対抗するものと
して，ヨーロッパ経済の結束を図るために生まれた。これまで日本企業は，ECが排他
的な経済政策を取るのではないかとおそれて，EU内の国に現地工場を建設する動きを
見せた。もし，EU経済圏が外都に対して排他的な姿勢を示すならば，それは歴史の流
れに逆行する動きといえる。現在の世界的な開放経済，市場経済の動きの中で，EU経
済圏の結成はどのような意味をもつのか，今後の推移を注意深く見ていく必要があろ
う。これらの問題を考えていく上で，本書は誰でもがひもとかなければならない，最初
の一冊となろう。なお，各章で誤植が目立ったが，これは版を重ねるときには修正され
た方が良いであろう。
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